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社 会 教 育 の 推 進Ⅴ

１ 家庭教育支援

(1) くまもと家庭教育支援条例について

熊本県では、平成２５年４月１日に「くまもと家庭教育支援条例」

が施行されました。家庭教育支援を目的とした条例としては、全国

初となります。この条例は、以下の３点を主な理由として策定され

たものです。

〇 少子化や核家族化の進行、地域のつながりの希薄化など、社会が変化している中、

家庭教育力の低下が指摘されていること

、 、〇 教育基本法第１０条で 保護者が子どもの教育について第一義的責任を有すること

国や地方公共団体が家庭教育支援に努めるべきであることが規定されていること

〇 熊本県では、これまでも家庭教育を支援するための様々な取組が行われてきている

ものの、その取組を更に総合的、継続的に推進していく必要があること

条例には、保護者・学校等・地域・事業者のそれぞれに期待される役割が規定されて

います。

また、第２章では、親としての学びを支援する学習機会の提供や親になるための学び

の推進等、県の基本的施策について規定されています。

「親としての学び」とは、子どもの発達段階に応じて大切にしたい家庭教育の内容、

子育ての知識、その他の親として成長するために必要なことを学ぶことです。その学び

の機会の一つに、平成２３年度から実施を推進している「くまもと『親の学び』プログ

ラム」があります。

平成２５年度、上益城管内では全小・

中学校でプログラムが実施され（高等学

校やＮＰＯ団体等でも実施 、２５００人）

を超える方々が体験されました。授業参

観時のＰＴＡ研修や学年・学級懇談会、

地区懇談会、就学時健康診断、新入生体

、 。験入学等 様々な機会で活用されました

また、間もなく大人になる生徒向けの

「自立を育むコミュニケーションプログ

（ ）」 。ラム 次世代編 の活用も増えています

＜学校等の役割＞

第７条 学校等は、基本理念にのっとり、家庭及び地域住民と連携し、及び協

働して、子どもに生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立

心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。

２ 学校等は、県又は市町村が実施する家庭教育を支援するための施策に協力

するよう努めるものとする。

＜上益城地区進行役養成講座の様子＞
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(2) くまもと「親の学び」プログラムの実践（益城町立益城中学校）

益城町立益城中学校では、様々な機会をとおして、プログラムが実施されました。講

座対象者によって、プログラムの手法が改善されています。

ＰＴＡに対して

地域住民に対して

生徒に対して

教職員に対して
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２ 地域教育力の活用

(1) 地域の寺子屋推進事業について

① 事業の概要

「地域の寺子屋推進事業」とは、地域に開かれた学校づくりの仕組みを全県下に広

めるために、各町における寺子屋の立ち上げ支援やボランティアの活用を推進するも

のです 「寺子屋」とは 「放課後子ども教室 「学校支援地域本部」の他、各学校で。 、 」

工夫して行われています、ドリル学習、英会話、読書等の学習支援や、昔遊び、農業

体験等の体験活動支援の「学校応援団」も含んでおり、地域教育力を活用した児童生

徒の学びの場の総称です。

② 事業の実際

各学校では、地域人材の確保やその活用方法等に、その学校なりの課題を抱えてい

ると考えられます。本事業では、課題解決のために２つの方策が準備されています。

ア 寺子屋プランナーの派遣

寺子屋プランナーとは、いわゆる「地域教育力活用の名人」で、各町教育委員会

。 、 （ ）や各学校に様々な提案ができる人材 上益城管内は 中川有紀 なかがわありとし

プランナーが担当。旅費は県で負担。

イ ボランティアチームの派遣

大学生などのチームを、各町や学校のニーズに合わせて派遣。ボランティアチー

ムは１月末現在で２８チームあり、チームの情報及び派遣申請の手続き等は熊本県

教育委員会ＨＰで検索可能。旅費は県で負担。
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(2) 上益城管内における地域教育力活用の実態

① 各小・中学校における地域教育力の活用状況

上益城管内では、すべての小・中学校において、地域の教育力と連携した学校支援

の組織を活用しています。また、学校の実情に応じて学校を運営する協議会設置、学

校環境整備、体験活動支援等は増加する傾向にあります。さらに 「学校、家庭、地、

域が連携協力による、社会全体の教育力の向上に向けた取組の重要性」から、年間の

学校教育活動を見通して、計画的に地域の教育力を活用する学校も増加する傾向にあ

ります。

また、学校と家庭、地域の連携を行う際 「連絡や調整など、学校と家庭、地域の、

」「 」 、間を取り持つコーディネーターの役割 学校に来られたボランティアの対応 等を

３２校中２４校（７５％）が教頭や主幹教諭が担っておられますが、そのうちの１３

校（５４％）は複数の職員で担われています（教務主任等と協力 。負担感軽減と連）

携促進のためには、対応を複数（チーム）にしていくことが大切です。

今後、コーディネ

ーター役として各学

校の生涯学習担当者

の役割がますます重

要になると考えられ

ます。また、多様な

連携を行うために、

地域の寺子屋推進事

業におけるボランテ

ィアチームの活用等

も推進していく必要

があります。

＜益城中央小学校「開かれた学校」教育活動年間計画＞

＜ ＞管内各学校における地域教育力活用のコーディネーター（上益城教育事務所調べ）
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② 各小・中学校における地域教育力の活用の例

ア ボランティアを活用する際の工夫

・必ず事前打ち合わせの時間を確保し、授業や活動の目標がぶれないようにする。

・終了後にはボランティアの方々に感謝の気持ちをきちんと伝えるとともに、活動

の様子の写真や子どもたちの感想を掲示することで、ボランティアと学校の関係

づくりに生かす。

、 。・事後の気づきや反省を文章として記録に残し 普段の取組や次回の取組に生かす

イ ボランティア活用の成果

・子どもたちにとって、豊かな体験活動の機会が増加するとともに、地域の方々へ

の感謝の心を持つことができ、お互いにあいさつをするなどのつながりができて

きた。

・学校にとって、個別指導の機会が増えるなど教育内容が充実するとともに、教師

の負担軽減や児童の安全確保につながってきた。

・ボランティアにとって、自分の経験や知識を生かす場が確保できることで、生活

の活力や生きがいにつながってきた。
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(3) 地域教育力活用の実際

① 矢部小学校の実践

ア 実践の概要

矢部小学校は、地域

教育コーディネーター

が配置されていない学

校であり、教頭及び各

担当者が中心になって

学校応援団を推進して

。 、おられます そのため

連携をスムーズかつ効

果的に行うため、学校

応援団会議及びコーディネーター連絡会を中心とした組織を構築されています。

○ 学校応援団会議

学校応援団関係者が出席し、活動の手続き等具体的な内容に併せて、学校の現

状及び課題、ボランティアへのニーズ、ボランティアや地域からの気づきや要望

等、総括的に意見を交換する場として位置づけられている。

○ コーディネーター連絡会

教頭や各ボランティア毎

の担当者等学校の関係職員

が出席し、各種団体との連

携を密にしスムーズな運営

ができるよう、学校応援団

活用の具体的な運営方法を

検討する場として位置づけ

られている。

○ 活動継続の工夫

「パワーアップタイム」

等、継続的な活動が滞らな

いよう、毎月計画表を配付している。また、活動終了後は「活動日誌」に記入し

てもらい、内容によっては日常の授業に反映させるようにしている。

また、子どもたちがボランティアを身近に感じることができるよう 「学校応、

援団」の方々の笑顔の写真をパネルにして職員室前の廊下に掲示している。

イ 実践の成果

・学校応援団を活用し始めた平成２２年から 「徹底指導」が充実することにより、

学力検査等の結果が着実に伸びている。

・多数のボランティアが授業にかかわることで、学習規律が定着してきている。

・地域と学校の交流が深められることにより、学校理解が確実に進んでいる。

、 、 。・児童は地域の方から 地域の方は学校から元気をもらう等 相乗効果が見られる

・あいさつ・表現力等が向上し、児童の意欲的な態度が表れてきている。

＜矢部小学校応援団組織図＞

＜具体的な活動とコーディネーターの役割＞
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② 甲佐町放課後子ども教室 乙女小 まつやま塾の実践

ア 実践の概要

毎週水曜日と金曜日に２時間程度の活動を行われています。活動場所は、乙女福

祉ふれあいセンターを中心に、近くの田畑・グラウンド・体育館等です。

、 、乙女小学校全校児童を対象に希望者を募り 定員は３０名程度とされていますが

これまでは、希望者全員が活動に参加することができているそうです。

イ 実践の特徴

「 」 、生きる力を養う ことを目的として

稲作や野菜の栽培を、種まきから管理、

収穫して食べるまでを体験させられてい

ます。また、稲作では「あいがも農法」

に取り組み、昔の農機具を使って収穫を

、 、行い 収穫した野菜は火を通して調理し

「 」自分たちで作ったものの 命をいただく

ことを意識して活動されています。

農業の他には、学校の周辺にある自然

（ ）界にあるもの 木・竹・木の実・草など

や不要なものを素材として、家庭では敬

遠されがちな道具（のこ・なた・釘・か

なづち・かま・小刀など）を使い、物を

。作り上げることにも取り組まれています

ウ 実践の成果

学校生活では、積極的にリーダー性を

発揮しないような子どもも、まつやま塾ではリーダーシップをとったり、低学年の

子どもを引っ張ったりする姿が見られるそうです。また、家庭からのアンケートで

は 「お手伝いをよくしてくれるようになった 「先を読む力がつき、段取りがよく、 」

なった 「祖父母や年長者に対して尊敬や感謝の心が生まれているな、と感じる」」

等が報告されていることから、親も子も活動に満足している様子がうかがえます。

現在の日常では経験できないことを体験することで、生きる力が育つだけではな

く、家族の会話も増えていることを実感できているそうです。

【まつやま塾が目指すもの】
１ ふるさとを愛する心、感動する心

、 、地域のボランティアの方々と遊びの活動や体験活動を通して ふるさとを知り

愛する心、そして感動する心も育てる。

２ 社会性の育成

異年齢の子供たちや大人とふれあうことで、人と関わる力やルールを守ること

の大切さを学び、人として大切な社会性も身につける。また、先輩のすごさに気

づいたり、下級生の世話をする力を育てる。

３ 学習の定着

学習課題に取り組む。学習アドバイザーが子供たちの学習を支援する。

＜ ＞活動の中心である稲作（田植え）のようす

＜ ＞自分たちで育てたお米の味は格別！



- -84

３ 地域と共に創る熊本版コミュニティ・スクール

(1) 「地域と共に創る熊本版コミュニティ・スクール推進事業」

① 「熊本版コミュニティ・スクール」とは

熊本版コミュ

ニティ・スクー

ルの概要は、右

の資料に示した

とおりですが、

学校評議員会や

学校応援団等の

すでに各学校に

ある組織を生か

し、保護者及び

地域住民を含め

た協議会を設置

することが大切

です。

イメージとして

は、左図のとおり

ですが 「コミュ、

ニティ・スクー

ル」とは異なり、

協議会の規則・要

綱の作成、委員の

任命等について

は、各学校が行う

ことになります。

本年度は、この

仕組みを管内のい

くつかの学校が導

入されています。

社会がますます複雑多様化する中で、学校ではこれまで以上に家

庭や地域との連携のもとに教育を進めていくことが重要です。開か

れた学校づくりの一層の推進に向けて 「熊本版コミュニティ・ス、

クール」の導入も効果的な取組です。
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② 熊本版コミュニティ・スクールの協議会では

協議会では、

右のように「情

報発信 「課題・」

情報の共有 「連」

」携した課題解決

「教育活動の充

実」を図ってい

くことが必要で

す。

課題解決に向

けては、学校支

援地域本部事業

や学校応援団、

ＰＴＡ等との連

。携が効果的です

(2) 益城中央小学校の実践

益城中央小学校は、平成２４・２５年度の２年間、熊本県教育委員会の「地域と共に

創る熊本版コミュニティ・スクール推進事業」の指定校として研究に取り組まれ、家庭

や地域と連携・協力した教育活動が展開されています。

学校運営協議会の立ち上げにおいて

は、教育懇談会という既存の組織が生か

されています。その協議会の中で、学校

の運営方針の周知、学校の課題や情報の

共有が図られています。

学力向上や児童の登下校の安全確保、

また、教育環境の整備等、課題解決に向

けた具体的な取組が、学校支援ボランテ

ィアの方々をはじめ、家庭や地域との連

携・協働によって進められています。

平成２６年度は、管内の各学校において、熊本版コミュニティ・スクールの導入がさ

らに進み、家庭や地域の方々と共に、地域に開かれ信頼される学校づくりが一層充実す

るように取り組んでいきましょう。


